
2026年3月期第1四半期の決算概要および通期予想についてご説明いたします。
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まず、2026年3月期第1四半期の損益および経営環境についてご説明いたします。

当連結会計年度の売上高は2,494億円となりました。昨年度に実施した製品価格改定
や連結子会社の増加が寄与し、前年同期より49億円の増収となりました。一方、固定費
や物流費の上昇により、営業利益は104億円、経常利益は105億円、親会社株主に帰属
する当期純利益は60億円と、それぞれ減益となりました。

また、前年同期はアールエム東セロ株式会社の取得に伴う負ののれん発生益として54

億円を計上しましたが、当期はこれに相当する特別利益が生じなかったことが最終減
益の主な要因です。

3



次に、セグメント別業績についてご説明いたします。

板紙・紙加工関連事業では、製品価格改定が増収に寄与した一方、固定費や物流費の
上昇等により減益となりました。この結果、当セグメントの売上高は1,307億円、営業利
益は69億円となりました。

次に、軟包装関連事業では、製品価格改定が寄与し増収増益となりました。この結果、
売上高は491億円、営業利益は27億円となりました。

次に、重包装関連事業では、製品価格改定が寄与し増収となりましたが、工業樹脂製品
の低迷等により営業利益は前年並みとなりました。この結果、売上高は113億円、営業
利益は5億円となりました。

海外関連事業では、欧州における自動車産業の景気悪化の影響により重量物段ボール
の採算が悪化し、減収減益となりました。この結果、売上高は488億円、営業利益は1億
円の赤字となりました。

最後に、その他の事業ほかでは、連結子会社の増加により増収となりましたが、運送事
業における労務費の上昇や連結決算処理により営業利益は前年並みとなりました。
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次に、板紙・紙加工関連事業の概況についてご説明いたします。

当セグメントの売上高は1,307億円で、連結全体に占める構成比は52％となっています。
売上高の内訳としては、段ボールシートが8％、段ボール箱・紙器等が80％を占め、合計
で88％が段ボール・紙器製品によるものです。

当期の事業環境については、昨年度の交渉で決着した製品価格改定が期初より寄与し
増収となりましたが、労務費の増加に加え、物流費、修理費単価の上昇をはじめとする
経費の増加等により減益となりました。
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続いて、板紙製品および段ボール製品の生産量についてご説明いたします。

板紙製品につきまして、当社グループの国内における板紙生産量は634千トン、前年比
101.3％となりました。この内、段ボール原紙は571千トン、同100.9％でした。業界全体
の板紙生産量は2,889千トン、同100.4％、段ボール原紙は2,391千トン、同100.5％でし
た。

次に、段ボール製品につきまして、当社グループの国内における段ボール貼合生産量
は1,070百万平方メートル、前年比99.3％、段ボール箱は914百万平方メートル、同
100.0％となりました。業界全体の段ボール貼合生産量は3,567百万平方メートル、同
99.9％でした。
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次に、軟包装関連事業および重包装関連事業の概況についてご説明いたします。

軟包装関連事業セグメントの売上高は491億円で、連結全体に占める構成比は20％と

なっています。当セグメントでは、製品価格改定の寄与に加え、昨年度からグループに
加わっているアールエム東セロ株式会社の業績が好調で増収増益となりました。

次に、重包装関連事業セグメントの売上高は450億円で、連結全体に占める構成比は
4％となっています。当セグメントでは、製品価格改定の寄与により増収となりましたが、
工業樹脂製品の低迷や労務費の増加等により、営業利益は前年並みとなりました。
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続いて、海外関連事業の概況についてご説明いたします。

当セグメントの売上高は488億円で、連結全体に占める構成比は20％となっています。
売上高の内訳としては、重包装が約80％を占めて最も大きく、軟包装、段ボール・不織
布がこれに続いています。

当セグメントでは、欧州における自動車産業の景気悪化がトライコー社をはじめとする
重量物段ボール事業の業績を下押しし、大幅な減益となりました。
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次に、営業利益の増減要因についてご説明いたします。

まず、板紙・紙加工関連事業で11億円の減益となりました。減益要因は合計34億円で、
この内訳は、固定費の増加で21億円、運賃を含むエネルギー価格の上昇で6億円、減価
償却費で5億円、原料価格では新聞および雑誌古紙の購入価格上昇で2億円がありまし
た。一方、増益要因としては、価格要因で23億円があり、差引き11億円の減益です。

板紙・紙加工関連事業以外のセグメントについては、軟包装関連事業で17億円増益、重
包装関連事業で横ばいの一方、海外関連事業で22億円の減益 （内訳は段ボール・不織布で

1億円の増益、軟包装で3億円の減益、重包装で20億円の減益） 、その他の事業ほかで1億円の減
益、合計6億円のマイナスです。

以上の結果、営業利益全体では17億円の減益となりました。

減益幅の大きかった海外関連事業において、段ボール・不織布子会社では、無錫聯合
包装有限公司の業績改善等により増益となりましたが、軟包装子会社では、タキガワ・
コーポレーション・シンガポールの連結除外等により減益。重包装子会社では、欧州に
おいて自動車産業の景気悪化の影響で重量物段ボールの採算が悪化し減益となりま
した。

主要な変動要因に関する情報として、段ボール原紙および段ボールの生産量、原燃料
価格関係、製品価格関係の市況については、欄外の表に記載しておりますので、あわせ
てご確認ください。
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次に、資本的支出および減価償却費の推移についてご説明いたします。

資本的支出の総額について、当期は通年で1,075億円と予想しており、第1四半期は
146億円の実績となりました。

当期の主な設備投資として、当社において、東京工場では2021年に着手した工場建屋
の増築を進めているほか、金津工場では2023年に着手した燃料転換（ガスコージェネ
レーションシステム導入）が2026年1月に完了する予定です。また、トライコー社では
2023年に着手したゴッホ新工場新設が完了し、本格稼働に向けた生産を開始していま
す。

また、減価償却費について、当期は通年で590億円を予想しており、第1四半期は135億
円の実績となりました。

以上が2026年3月期第1四半期の概況です。
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2026年3月期の通期予想については、5月9日に公表した業績予想を変更していません。

今後の業績動向を踏まえ、業績予想を修正する必要が生じた場合には、速やかに開示
します。

以上で、2026年3月期第1四半期の決算概要および通期予想についてのご説明とさせ
ていただきます。
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